
中小企業経営構造転換促進事業補助金（第２弾） 交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、コロナ禍において、引き続き業況が厳しい中小企業の持続可能な経営形態への転換を促進

し、ニューノーマルな社会変化への対応や競争力強化への取組を支援するため、予算の範囲内で、中小企業

経営構造転換促進事業補助金（第２弾）（以下「補助金」という。）を交付することについて、補助金等交付

規則（昭和34年長野県規則第９号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 県内中小企業 県内に本社所在地（個人事業者の場合は住民票に記載の住所）を有する中小企業等 

(2) 中小企業等 国補助金の補助対象者となる中小企業者及びその他法人 

(3) 国補助金 国が令和３年度補正予算及び令和４年度予備費予算で計上した「中小企業等事業再構築促進

事業（中小企業のうち最低賃金枠、回復・再生応援枠、グリーン成長枠、原油価格・物価高騰等緊急対策

枠及び通常枠に限る）」及び「中小企業生産性革命推進事業（ものづくり・商業・サービス補助金のうち

回復型賃上げ・雇用拡大枠及びグリーン枠に限る）」で実施する補助金をいう。 

(4) 上乗せ補助 補助対象者に補助対象経費と国補助金の確定額との差額に対して、補助を行うことをいう。 

 

（事業の種類、補助対象者及び補助率等） 

第３ 第１に規定する補助金の対象となる事業の種類、補助対象者、補助対象経費、補助率及び補助上限額は、

別表のとおりとする。 

 

（交付の条件） 

第４ 次の各号に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。 

(1) 補助事業により取得した財産又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）は、補助金交付

の目的等に従い、適正に管理すること。また、取得財産等の処分について、国から承認を受けた場合は、

第９の規定により県に申請すること。 

(2) 補助事業の実施結果、補助事業年度の終了後５年以内に、収益が生じた場合は、すみやかに知事に報告

すること。 

 

（事業計画の提出） 

第５ 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助金事業計画書（様式１号）及び添付書類を提出し、

補助事業の確認を受けなければならない。 

２ 補助金事業計画書（様式１号）に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 実施計画書（国補助金の交付決定通知書（交付決定前の事業にあっては採択通知書）及び事業計画等の

写し） 

(2) 会社概要（会社案内、パンフレット等） 

３ 前２項の書類の提出部数は、２部とし、その提出期限は、令和５年９月29日とする。 

 

（補助金交付の申請、実績報告及び提出期限） 

第６ 規則第３条に規定する申請書は、補助金交付申請書（様式２号）によるものとする。なお、規則第12条

第１項に規定する実績報告は、補助金交付申請書（様式２号）の提出をもって報告したものとみなす。 

２ 規則第３条及び規則第12条第１項に規定する関係書類は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業実績調書（国補助金の額の確定通知書及び実績報告書等の写し） 

(2) 第５に規定する補助事業の確認を受けたことを証する書類 

(3) 国補助金の交付決定通知書の写し（事業計画提出時に未提出の事業のみ） 



(4) 国補助金の交付決定を受けた後、事業の経費の配分又は内容を変更した場合は、当該変更に係る国の承

認を証する書類の写し一式 

３ 前２項の書類の提出部数は、２部とし、その提出期限は、知事が別に定める。 

 

（申請の取下げ） 

第７ 規則第７条第１項に規定する申請の取下げは、補助金交付申請取下書（様式３号）を当該補助金の交付

決定通知を受けた日から５日以内に知事に提出し、行うものとする。 

 

（補助金の精算払） 

第８ 補助事業者が補助金の精算払を受けようとするときは、第６の規定により申請し、額の確定を受けた後、

補助金精算払請求書（様式４号）を知事に提出するものとする。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第９ 規則第19条第１項に規定する承認申請書は、補助金財産処分承認申請書（様式５号）によるものとする。 

２ 規則第19条第１項第２号の規定により指定する財産は、交付を受けた国補助金と同じとする。 

３ 規則第19条第２項第２号の規定に定める期間は、交付を受けた国補助金と同じとする。 

 

（帳簿の整理） 

第10 補助事業者は、補助事業にかかる収支を記載した帳簿を設けるとともに、その証拠となる書類を整備し、

補助事業年度終了後５年間保存しなければならない。 

 

（産業財産権に関する届出）  

第11 補助事業者は、補助事業年度又は補助事業年度の終了後５年以内に補助事業に基づく発明、考案等に関

し、特許権、実用新案権又は意匠権を出願若しくは取得した場合、又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を

設定した場合は、当該年度の終了後15日以内に補助金に係る産業財産権届出書（様式６号）を知事に提出す

るものとする。  

 

（収益納付）  

第12 知事は、補助事業年度の終了後５年以内に補助事業者が補助事業の実施結果の企業化、産業

財産権の譲渡若しくは実施権の設定又はその他当該補助事業の実施結果の他への供与により収

益が生じたと認めた場合は、当該補助事業者に対し、交付した補助金の全部又は一部に相当する

金額を県に納付させるものとする。 

 

（その他） 

第13 この要綱の規定にない書類等の様式その他事業の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 



 

別表     

         

事業の種類 補助対象者 補助対象経費 補助率 補助上限額 

中小企業等事

業再構築促進

事業（最低賃金

枠） 

中小企業等事業再構築促進事業（最低

賃金枠）の交付決定（第６回公募から第８

回公募に限る）を受け、事業を実施した

県内中小企業 

国が令和３年度補正予算及び令和

４年度予備費予算で実施する中小

企業等事業再構築促進事業（最低

賃金枠）で実施する補助金と同じ

（県による上乗せ補助） 

20 分の 1 

以内 

100 万円 
（従業員数6 人

以上 20 人以下

の場合は67 万

円、従業員数 5

人以下の場合は

34 万円） 

中小企業等事

業再構築促進

事業（回復・再

生応援枠） 

中小企業等事業再構築促進事業（回復・

再生応援枠）の交付決定（第６回公募か

ら第８回公募に限る）を受け、事業を実施

した県内中小企業 

国が令和３年度補正予算及び令和

４年度予備費予算で実施する中小

企業等事業再構築促進事業（回

復・再生応援枠）で実施する補助

金と同じ（県による上乗せ補助） 

20 分の 1 

以内 

100 万円 
（従業員数6 人

以上 20 人以下

の場合は67 万

円、従業員数 5

人以下の場合は

34 万円） 

中小企業等事

業再構築促進

事業（グリーン成

長枠） 

中小企業等事業再構築促進事業（グリー

ン成長枠）の交付決定（第６回公募から

第８回公募に限る）を受け、事業を実施し

た県内中小企業 

国が令和３年度補正予算及び令和

４年度予備費予算で実施する中小

企業等事業再構築促進事業（グリ

ーン成長枠）で実施する補助金と

同じ（県による上乗せ補助） 

10 分の１ 

以内 
500 万円 

中小企業等事

業再構築促進

事業（原油価

格・物価高騰等

緊急対策枠） 

中小企業等事業再構築促進事業（原油

価格・物価高騰等緊急対策枠）の交付決

定（第７回公募から第８回公募に限る）を

受け、事業を実施した県内中小企業 

国が令和４年度予備費予算で実施

する中小企業等事業再構築促進

事業（原油価格・物価高騰等緊急

対策枠）で実施する補助金と同じ

（県による上乗せ補助） 

20 分の１ 

以内 

288 万円 
（従業員21 人以

上 50 人以下の

場合は213 万

円、従業員６人

以上 20 人以下

の場合は142 万

円、従業員5 人

以下の場合は

71 万円） 

中小企業等事

業再構築促進

事業（通常枠） 

中小企業等事業再構築促進事業（通常

枠）の交付決定（第６回公募から第８回公

募に限る）を受け、事業を実施した県内

中小企業 

国が令和３年度補正予算及び令和

４年度予備費予算で実施する中小

企業等事業再構築促進事業（通常

枠）で実施する補助金と同じ（県に

よる上乗せ補助） 

12 分の 1 

以内 
100 万円 

中小企業生産

性革命推進事

業（ものづくり・商

業・サービス補

助金：回復型賃

上げ・雇用拡大

枠） 

中小企業生産性革命推進事業（ものづく

り・商業・サービス補助金のうち回復型賃

上げ・雇用拡大枠）の交付決定（10 次締

切から 12 次締切に限る）を受け、事業を

実施した県内中小企業 

国が令和３年度補正予算で実施す

る中小企業生産性革命推進事業

（ものづくり・商業・サービス補助金

のうち回復型賃上げ・雇用拡大枠）

で実施する補助金と同じ（県による

上乗せ補助） 

12 分の 1 

以内 

157 万円 
（従業員数6 人

以上 20 人以下

の場合は125 万

円、従業員数 5

人以下の場合は

94 万円） 

中小企業生産

性革命推進事

業（ものづくり・商

業・サービス補

助金：グリーン

枠） 

中小企業生産性革命推進事業（ものづく

り・商業・サービス補助金のうちグリーン

枠）の交付決定（10次締切から12次締切

に限る）を受け、事業を実施した県内中

小企業 

国が令和３年度補正予算で実施す

る中小企業生産性革命推進事業

（ものづくり・商業・サービス補助金

のうちグリーン枠）で実施する補助

金と同じ（県による上乗せ補助） 

12 分の 1 

以内 

250 万円 
（従業員数6 人

以上 20 人以下

の場合は188 万

円、従業員数 5

人以下の場合は

125 万円） 
 


